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①男女平等関連年表  

②久留米市男女平等を進める条例  

③久留米市の男女共同参画推進体制  



西暦
（元号）

世　　界 日本 福岡県 久留米市

・国際連合設立

・国際連合憲章採択

・日本初の婦人参政権行使

・日本国憲法公布

・国連「世界人権宣言」採択

・国連「国際人権規約」採択

・「世界行動計画」採択

・「国内行動計画」策定

・「女子差別撤廃条約」署名

・「女子差別撤廃条約」署名式

・「国籍法」改正（父母両系主義）

・「久留米市婦人問題懇話会」設置

・「男女雇用機会均等法」公布

・「女子差別撤廃条約」批准

・「男女雇用機会均等法」施行 ・第２次「福岡県行動計画」策定

・主要政党における初の女性党首誕生

・「久留米女性憲章」制定

・「福岡県行動計画」策定

・「女子差別撤廃条約」発効

・市民部に専管組織「婦人対策室」設置

　（現、男女平等政策課）

・「久留米市女性問題審議会」設置

　（現、久留米市男女平等政策審議会）

・「女性問題解決のための久留米市行動計画第1期実施計

画」策定

・久留米市婦人問題懇話会より市へ「久留米市婦人行動計

画策定への提言」提出

・婦人問題企画推進本部構成を全省庁に拡

大

１９４５

（昭和２０）

１９４６

（昭和２１）

・国連経済社会理事会の下に「婦人の地

位委員会」設置

①　男女平等関連年表

１９４８

（昭和２３）

１９６６

（昭和４１）

１９６７

（昭和４２）

・国連「婦人に対する差別撤廃宣言」採

択

１９７２

（昭和４７）

・国連、１９７５年を国際婦人年とする

ことを宣言

１９７４

（昭和４９）
・「勤労婦人センター」開館

１９７５

（昭和５０）

・総理府に

「婦人問題企画推進本部」

「婦人問題企画推進会議」

「婦人問題担当室」設置

・国際婦人年記念事業「第1回久留米市婦人のつどい」開

催

・国際婦人年世界会議開催

 （メキシコシティ）

・１９７６年から１９８５年を「国連婦

人の十年」と決定

１９７６

（昭和５１）

・ILO（国際労働機関）事務局に婦人労働

問題担当室を設置

１９７７

（昭和５２）

１９７８

（昭和５３）
・市の女性問題担当窓口を勤労婦人センター に設置

１９７９

（昭和５４）

・「女子差別撤廃条約」採択 （第３４回

国連総会）

１９８０

（昭和５５）

・「国連婦人の十年」中間年世界会議開

催 （コペンハーゲン） ・民法改正（配属者の相続分改正、寄与分

制度新設）・「国連婦人の十年後半期行動プログラ

ム」採択

１９８１

（昭和５６）
・審議会・委員会等の女性の参加状況調査を開始

１９８２

（昭和５７）
・「女子差別撤廃条約の早期批准をめざす女性の会」結成

１９８４

（昭和５９）

・「久留米市婦人関係行政連絡会議」設置

　（現、久留米市男女平等政策会議）

・「国内行動計画後期重点目標」策定

１９８５

（昭和６０）

・「国連婦人の十年」世界会議開催 （ナ

イロビ）
・「女性の生活と意識に関する調査」 （第１回市民意識

調査）実施

１９８６

（昭和６１）

１９８７

（昭和６２）

・「西暦２０００年に向けての新国内行動

計画」策定

１９８８

（昭和６３）
・行動計画策定記念事業「久留米女性フェスティバル」開

催

・「福岡県婦人関係行政推進会議」

「福岡県婦人問題懇話会」設置

・福岡県「婦人対策室」設置（現在、男女

共同参画推進課）

・国際婦人年

　（目標：平等、発展、平和）

・民法改正（離婚後婚氏続称制度の新設）

・「国民年金法」改正（女性の年金権確

立）・国連（西暦2000年に向けての）「婦人

の地位向上のためのナイロビ将来戦略」

採択
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西暦
（元号）

世　　界 日本 福岡県 久留米市

・国連「児童の権利に関する条約」採択

・「久留米女性会議」発会

・「第２回女性問題市民意識調査」実施

・「育児休業法」公布

・「育児休業法」施行

・初の「婦人問題担当大臣」誕生

・初の女性の最高裁判所判事誕生 ・「勤労婦人センター」開館２０周年

・「児童の権利に関する条約」批准

・「第３回女性問題市民意識調査」実施

・「北京宣言及び行動綱領」採択

・「育児休業・介護休業法」施行

・第3次「福岡県行動計画」策定

・「男女雇用機会均等法」改正

・「介護保険法」公布

・福岡県に女性副知事誕生

・改正「男女雇用機会均等法」施行

・「男女共同参画社会基本法」公布、施行

・「食料・農業・農村基本法」公布、施行

・「男女共同参画基本計画」閣議決定 ・「久留米市男女共同参画行動計画」策定

・日本初の女性知事二人誕生 ・「勤労婦人センター」閉館

・「男女平等推進センター」開館

・第1回男女共同参画週間

・「福岡県男女共同参画審議会」設置

・「福岡県男女共同参画計画」策定

・九州初の女性町長就任 ・「久留米市男女平等を進める条例」公布

・「少子化社会対策基本法」公布・施行 ・「久留米市男女平等を進める条例」施行

・初の女性収入役誕生

・男女平等政策推進会議会長に市長就任

・「改正配偶者暴力防止法」施行

・「育児・介護休業法」改正

・「改正児童虐待防止法」施行

・市政１００周年記念「第1回くるめ女性の翼」実施(平成

９年まで。平成10～12年度は共同参画推進研修事業を実

施）

・久留米女性週間記念事業を実施（平成12年度までは久留

米女性会議の補助事業）

・「ストーカー行為等の規制等に関する法

律」施行

１９８９

（平成元）

・新学習指導要領告示（高等学校家庭科の

男女必修など）

・｢久留米女性週間」を定める

（久留米女性憲章制定日より１週間：10／1～7）

・「婦人対策室」を「女性対策室」に、「婦人行政推進会

議」を「女性問題行政推進会議」に名称変更

・「久留米市における審議会等への女性の参加促進要綱」

施行

１９９０

（平成２）

・国連｢婦人の地位向上のためのナイロビ

将来戦略に関する第１回見直しと評価に

伴う勧告及び結論」採択

１９９１

（平成３）

・「女性問題解決のための久留米市行動計画・第２期実施

計画」 策定・「西暦２０００年に向けての新国内行動

計画（第１次改定）」策定 ・「市民部女性対策室」を「社会部女性政策室」に組織・

名称を変更

１９９２

（平成４）

１９９３

（平成５）

・「女性に対する暴力の撤廃に関する 宣

言」（第48回国連総会）採択

１９９４

（平成６） ・総理府に「男女共同参画室」「男女共同

参画審議会」「男女共同参画推進本部」設

置

１９９５

（平成７）

・第4回世界女性会議開催―平等、開発、

平和のための行動（北京）
・「男女労働者特に家族的責任を有する 労

働者の機会均等及び均等待遇に関する条

約」（ILO１５６号条約）批准

１９９６

（平成８）

・「男女共同参画２０００年プラン」（国

内行動計画)策定

・「女性問題解決のための久留米市行動計画・第３期実施

計画」策定

・「久留米市総合女性センター（仮称）建設・運営懇話

会」設置

・福岡県女性総合センター（あすばる）開

館

２００１

（平成１３）

２０００

（平成１２）

１９９７

（平成９）

・「社会部女性政策室」を「市民部女性政策推進室」に組

織変更

１９９８

（平成１０）

・「北京行動綱領」の実施状況に関する

国連からの質問状

１９９９

（平成１１）

・「第４回男女平等推進のための市民意識調査」実施

・女性２０００年会議日本国内委員会発足

・国連特別総会「女性２０００年会議」

開催（ニューヨーク）

・「女性問題行政推進会議」を「男女平等政策推進会議」

に変更

・「久留米市男女共同参画行動計画・第１期実施計画」策

定

・「女性政策推進室」を「男女平等政策室」へ名称変更

・「久留米市男女平等政策審議会」に条例制定　について

諮問

・福岡県「女性政策課」が「男女共同参画

推進課」へ、「女性行政推進会議」が「男

女共同参画行政推進会議」へ名称変更

２００２

（平成１４）

・「久留米市男女平等政策審議会」から条例の必要性等に

ついて答申

２００３

（平成１５） ・「次世代育成支援対策推進法」公布・一

部施行

２００４

（平成１６）

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」

全面施行

･内閣府に「男女共同参画会議」　「男女共

同参画局」設置

・「福岡県女性総合センター」を「福岡県

男女共同参画センター」へ名称変更

・「福岡県男女共同参画社会づくり検討委

員会」提言

・「児童虐待の防止等に関する法律」施行

・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」

公布、一部施行
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西暦
（元号）

世　　界 日本 福岡県 久留米市

・「改正育児・介護休業法」施行

・「第５回男女平等に関する市民意識調査」実施

・「男女雇用機会均等法」改正

・「改正男女雇用機会均等法」施行

・「配偶者暴力防止法」改正

・「改正配偶者暴力防止法」施行

・「改正児童虐待防止法」施行

・「育児・介護休業法」改正 ・「第６回男女平等に関する市民意識調査」実施

・「改正育児・介護休業法」施行

　

・「久留米市ＤＶ対策基本計画」策定

　

・フォトコンテスト実施

・「日本再興戦略」策定

・「配偶者暴力防止法」改正

・「改正ストーカー規制法」施行

・ＤＶ防止対策委員会として、セーフコミュニティ認証

・「第７回男女平等に関する市民意識調査」実施

・「改正配偶者暴力防止法」施行

・「男女共同参画基本計画（第2次）｣閣議

決定

・「第３次福岡県男女共同参画基本計画」

策定

２００５

（平成１７）

・国連「北京＋１０」世界閣僚級会合

（ニューヨーク）

２００６

（平成１８）

・「久留米市男女共同参画行動計画・第２期実施計画」策

定

・「久留米市補助金交付団体の男女共同参画状況調査」実

施

・男女共同参画を推進する市民団体「久留米男女共同参画

推進ネットワーク（えがりて久留米）」　発会

２００７

（平成１９）

２００８

（平成２０）

・「久留米市ドメスティック・バイオレンス及びストー

カー行為等の被害者支援における被害者に係る情報の保護

に関する事務取扱規程」施行

２００９

（平成２１）

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス)憲章」及び「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」策定

・「久留米市ドメスティック・バイオレンス及びストー

カー行為等の被害者支援における被害者に係る情報の保護

に関する事務取扱規程」を「久留米市ドメスティック・バ

イオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準

ずる行為の被害者支援における被害者に係る情報の保護に

関する事務取扱規程」に題名改正

２０１０

（平成２２）

・久留米市男女平等政策審議会答申「第３次久留米市男女

共同参画行動計画策定にあたっての施策の基本的方向及び

盛り込むべき内容に関する考え方について」

・「ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）のないまちづ

くり宣言」実施

・「第１３回全国シェルターシンポジウム２０１０inくる

め」開催

２０１１

（平成２３）

・「第３次久留米市男女共同参画行動計画・第１期実施計

画」策定

・「市民部男女平等政策室」を「協働推進部男女平等政策

課」に、「市民部男女平等推進センター」を「協働推進部

男女平等推進センター」に組織・名称変更

・「第３次男女共同参画基本計画」閣議決

定

２０1２

（平成２４）

・国連「自然災害におけるジェンダー平

等と女性のエンパワーメント」決議案採

択

２０１４

（平成２６）

・「次世代育成支援対策推進法等の一部を

改正する法律」制定

・「私事性的画像記録の提供等による被害

の防止に関する法律（リベンジポルノ対策

法）」施行

・「すべての女性が輝く社会づくり本部」

の設置

・「福岡県配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する基本計画」策定

２０１３

（平成２５）

・「次世代育成支援対策推進法」全面施行

・久留米市、田主丸町、北野町、城島町、三潴町が合併

・久留米市男女平等政策審議会答申「久留米市男女共同参

画行動計画の第２期実施計画策定にあたっての施策の基本

的方向及び盛り込むべき内容に関する考え方について」

・「久留米女性会議」が解散、新たな団体設立に向け準備

開始

・「第2次福岡県男女共同参画計画」策定

・「すべての女性が輝く政策パッケー

ジ）」策定

・UN  Women（ジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメントのための国連機関）正式

発表

・国連「北京＋１５」記念会合（第54回

国連婦人の地位委員会）（ニューヨー

ク）
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西暦
（元号）

世　　界 日本 福岡県 久留米市

・「次世代育成支援対策推進法」施行

・UNWomen日本事務所開設 ・「第２次久留米市ＤＶ対策基本計画」策定

・パープルツリーを設置

・「男女共同参画フォトコンテスト」実施

・「改正ストーカー規制法」施行

・「改正児童虐待防止法」施行

・「改正育児・介護休業法」施行

・セーフコミュニティ再認証取得

Ｇ20大阪首脳宣言 ・「改正女性活躍推進法律」公布 ・「第８回男女平等に関する市民意識調査」実施

・「改正ストーカー規制法」改正 ・「久留米市男女共同参画社会づくり表彰」実施

・「配偶者暴力防止法」改正

・「改正児童虐待防止法」施行

・「改正配偶者暴力防止法」施行

・「改正女性活躍推進法」施行

・久留米市男女平等政策審議会答申

「第４次久留米市男女共同参画行動計画策定にあたっての

施策の基本的方向及び盛り込むべき内容に関する考え方に

ついて」

・「福岡県における性暴力を根絶し、性被

害から県民等を守るための条例」施行

・「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（女性活躍推進法）」公布・一

部施行２０１５

（平成２７）

・国連「北京＋２０」記念会合（ニュー

ヨーク）

・第3回国連防災世界会議（仙台）「仙台

防災枠組」採択

・「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」（SDGs）採択

・「第３次福岡県配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する基本計画」策

定

２０１６

（平成２８）

・「育児・介護休業法」「男女雇用機会均

等法」改正

・「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（女性活躍推進法）」全面施行

２０１７

（平成２９）

・いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・

「ＪＫビジネス」問題等に関する関係府省

対策会議決定

・「第４次福岡県男女共同参画基本計画」

策定

２０1８

（平成３０）

・「政治分野における男女共同参画の推進

に関する法律」施行

２０1９

（令和元）

・「子どもの貧困対策の推進に関する法

律」改正

２０２１

（令和３）

国連「北京＋25」記念会合（ニューヨー

ク）

・「第４次男女共同参画基本計画」閣議決

定

２０２０

（令和２）

・第４次久留米市男女共同参画行動計画、第３次久留米市

ＤＶ対策基本計画策定

・「第４次男女共同参画基本計画」閣議決

定

・久留米市男女平等政策審議会答申「第３次久留米市男女

共同参画行動計画・第２期実施計画策定にあたっての施策

の基本的方向及び盛り込むべき内容に関する考え方につい

て」

・「第３次久留米市男女共同参画行動計画・第２期実施計

画」策定

・「第５次福岡県男女共同参画基本計

画」」、「第４次 福岡県配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する基本計

画」策定
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② 久留米市男女平等を進める条例 
平成１４年９月３０日 

久留米市条例第２７号 

改正 平成１６年１２月２８日条例第５２号 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 男女平等推進のための基本的施策（第８条―第１６条） 

第３章 苦情等の申出の処理（第１７条―第２９条） 

第４章 久留米市男女平等政策審議会（第３０条―第３３条） 

第５章 雑則（第３４条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における男女平等の推進に関

し、基本理念を定め、市、市民及び事業者等の責務を

明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項及

び苦情等の申出の処理に関する事項を定め、男女平等

を進めるための施策を総合的かつ計画的に実施するこ

とにより男女共同参画社会の実現に寄与することを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市民 市内に居住する者、市内に通勤する者、

市内に通学する者及び市内を活動の拠点とする個

人をいう。 

(2) 事業者等 事業者及びその他の民間団体で、市

内において活動するものをいう。 

(3) 男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分

野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化

的利益を享受することができ、かつ、共に責任を

担うべき社会をいう。 

(4) 積極的格差是正措置 前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供することをいう。 

(5) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動によ

り当該言動を受けた個人の生活環境を害すること

又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個

人に不利益を与えることをいう。 

(6) ドメスティック・バイオレンス 配偶者等の男

女間において、個人の尊厳を侵すような身体的又

は精神的な苦痛を与える暴力的行為をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画社会の実現は、次の基本理念にの

っとり推進されなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、

男女が性別による直接的又は間接的な差別的取扱

いを受けないこと、男女が個性と能力を生かす機

会が確保されること、男女間におけるあらゆる暴

力が根絶されることその他の男女の人権が尊重さ

れること及び性別による差別と他の理由からなる

差別とを重複して受けている男女が存在する状況

に対して配慮されること。 

(2) 社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における

活動の自由な選択に対して中立でない影響を及ぼ

すことにより、男女平等の推進を阻害する要因と

なっている場合は、その要因が取り除かれるよう

配慮されること。 

(3) 教育の果たす重要性にかんがみ、学校教育、社

会教育その他のあらゆる教育の場において、男女

平等を推進する視点が採り入れられること。 

(4) 男女が社会の対等な構成員として、市における

政策又は事業者等における方針の立案及び決定に

参画する機会が、平等に確保されるよう配慮され

ること。 

(5) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支

援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生

活における活動について家族の一員としての役割

を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行

うことができるよう配慮されること。 

(6) 男女が生涯にわたり安全な環境の下で健康な生

活を営み、性と生殖に関する事項に関し自らの決

定が尊重されること。 

(7) 男女平等の推進は、その取組が国際社会におけ

る取組と密接な関係を有していることにかんが

み、平和を基盤とした国際的協調の下に行われる

こと。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、男女平等の推進を主要な

政策として位置付け、男女共同参画社会を実現するた

めの施策（積極的格差是正措置を含む。以下「男女平

等推進施策」という。）を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

２ 市は、国及び他の地方公共団体と連携を図るととも

に、市民及び事業者等と協力して男女平等推進施策を

実施しなければならない。 
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３ 市は、男女平等推進施策を実施するため、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 市は、男女平等推進施策以外の施策を策定し、及び

実施するに当たっては、男女平等の推進を阻害するこ

とのないよう配慮しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、男女共同参画社会について理解を深

め、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる

分野において、基本理念にのっとり、男女平等の推進

を阻害する要因を取り除くよう努めるとともに、市が

実施する男女平等推進施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、男女共同参画社会について理解を

深め、その活動に関し、基本理念にのっとり、男女平

等の推進を阻害する要因を取り除くよう努めるととも

に、市が実施する男女平等推進施策に協力するよう努

めなければならない。 

（性別による差別的取扱い等の禁止） 

第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において性別による差別的な取扱いを

してはならない。 

２ 何人も、セクシュアル・ハラスメント及びドメステ

ィック・バイオレンスを行ってはならない。 

 

第２章 男女平等推進のための基本的施策 

（政策等の立案及び決定の過程への女性の参画促進） 

第８条 市は、積極的格差是正措置の一つとして次に掲

げる措置を講ずるものとする。 

(1) 市における政策の立案及び決定の過程への女性

の参画を積極的に促進すること。 

(2) 事業者等における方針の立案及び決定の過程へ

の女性の参画を促進するため、当該事業者等に対

し、必要な情報の提供、助言その他の支援を行う

こと。 

（情報収集及び調査研究） 

第９条 市は、男女平等推進施策を総合的に策定し、及

び実施するため、情報収集及び調査研究を行うものと

する。 

（啓発活動） 

第１０条 市は、市民及び事業者等が男女共同参画社会

について理解を深めるため、啓発活動を行うものとす

る。 

（男女平等推進教育の充実） 

第１１条 市は、学校教育、社会教育その他の教育の分

野において効果的な方策を講ずることにより、男女平

等を推進するための教育の充実に努めるものとする。 

（家庭、職域及び地域における活動への平等な参画に

対する支援） 

第１２条 市は、男女が固定的な性別役割にとらわれな

い対等な関係により、家庭、職域及び地域のあらゆる

分野における活動の機会に平等に参画できるよう、必

要な支援を行うものとする。 

（男女平等推進活動への支援） 

第１３条 市は、市民又は事業者等が行う男女共同参画

社会の実現に向けた男女平等を推進するための活動に

対し、必要な支援を行うものとする。 

（男女平等推進体制の整備） 

第１４条 市は、男女共同参画社会の実現に向けて、男

女平等推進施策を総合的に策定し、及び実施するため

に必要な体制の整備に努めるものとする。 

（男女平等推進拠点） 

第１５条 市は、久留米市男女平等推進センター（久留

米市生涯学習センター、久留米市男女平等推進センタ

ー、久留米市人権啓発センター及び久留米市消費生活

センター複合施設条例（平成１２年久留米市条例第３

５号）第３条第２号に規定する施設をいう。）を、市

の男女平等推進施策を実施するための拠点として位置

付け、男女共同参画社会の実現に取り組むものとす

る。 

（行動計画） 

第１６条 市は、男女平等推進施策を総合的かつ計画的

に実施するため、男女共同参画社会基本法（平成１１

年法律第７８号。以下「基本法」という。）第１４条

第３項の規定に基づき、市の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画として久留米市男女共同参画行動計画（以下「行

動計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市は、行動計画を策定し、又は変更しようとすると

きは、あらかじめ市民の意見を反映させるために必要

な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、行動計画の実施状況について、年次報告書を

作成し、公表するものとする。 

 

第３章 苦情等の申出の処理 

（男女平等推進委員） 

第１７条 市は、次条に規定する苦情及び救済の申出につ

いて、必要な処理をするため、市長の附属機関として久

留米市男女平等推進委員（以下「推進委員」という。）

を置く。 

２ 推進委員の定数は３人以内とする。 

３ 推進委員の数が２以上である場合においては、そのす

べてが男女いずれか一方の性によって占められてはなら

ない。 

４ 推進委員は、男女平等の推進に関し優れた識見を有

し、性別による差別の解決に熱意があり、社会的信望が

厚い者のうちから、市長がこれを委嘱する。 

５ 推進委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の推進

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 推進委員の任期は、通算して６年を超えることができ

ない。ただし、市長が特別の事情があると認めるとき

は、この限りでない。 
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（苦情及び救済の申出） 

第１８条 市民及び事業者等は、推進委員に対し、市が行

う男女平等推進施策に関する苦情の申出及び市が行うそ

の他の施策が男女平等の推進を阻害していること又は阻

害するおそれがあることに関する苦情の申出をすること

ができる。 

２ 何人も、推進委員に対し、市内において生じた性別に

よる差別的取扱いその他の男女平等の推進を阻害する要

因に基づく権利侵害（以下「権利侵害」という。）によ

り被害を被った者の救済の申出をすることができる。 

（推進委員の処理の対象としない事項） 

第１９条 前条に規定する苦情及び救済の申出（「苦情等

の申出」という。）が次に掲げる事項である場合には、

前条の規定にかかわらず、推進委員の処理の対象としな

い。 

(1) 判決、裁決等により確定した事案に関する事項 

(2) 裁判所において係争中の事案及び行政庁において

不服申立ての審理中の事案に関する事項 

(3) 国会又は地方公共団体の議会に対し請願が行われ

ている事項 

(4) 推進委員が行った苦情等の申出の処理に関する事

項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査することが適当

でないと推進委員が認める事項 

２ 前条第２項の規定による救済の申出は、当該申出に係

る権利侵害があった日の翌日から起算して１年を経過し

たときは、することができない。ただし、正当な理由が

あると推進委員が認めるときは、この限りでない。 

（市に係る苦情等の申出の処理） 

第２０条 推進委員は、市に係る苦情等の申出があったと

きは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要がある

と認める場合は、市長に対し、市の施策についての意見

を表明し、又は施策の是正若しくは改善のために必要な

措置若しくは権利侵害により被害を被った者の救済のた

めに必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

２ 前項の規定による意見の表明及び勧告についての決定

は、推進委員の合議によらなければならない。 

３ 市長は、推進委員から第１項の規定により意見が表明

され、又は勧告を受けたときは、当該意見又は勧告を尊

重しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定による勧告を受けたときは、当

該勧告に対する市の措置について推進委員に報告しなけ

ればならない。 

５ 推進委員は、市長から前項の規定による報告を受けた

ときは、当該勧告及び報告の内容を公表するものとす

る。 

（救済の申出の処理） 

第２１条 推進委員は、第１８条第２項に規定する救済の

申出（前条の規定により処理するものを除く。以下「救

済の申出」という。）があったときは、必要な調査を行

い、その結果に基づき必要があると認める場合は、権利

侵害により被害を被った者を救済するためのあっせんそ

の他調整（以下「あっせん等」という。）を行うことが

できる。 

２ 推進委員は、前項の規定によるあっせん等を行った場

合において、救済の申出に係る状況が改善されていない

と認めるときは、権利侵害を行い被害を与えたものに対

し、改善を求めるための意見を表明することができる。 

３ 推進委員は、前項の規定による意見の表明を事業者等

に対して行った場合において、なお救済の申出に係る状

況が継続し、かつ、その態様が悪質であると認めるとき

は、当該事業者等に対し、救済の申出に係る状況を是正

するために必要な措置をとるべき旨を要請することがで

きる。 

４ 推進委員は、前項の規定により事業者等に是正を要請

した場合において、当該事業者等が正当な理由なく当該

要請に応じないときは、市長に対し、その経過を報告す

るとともに、その状況を公表するよう求めることができ

る。 

５ 第２項の規定による意見の表明、第３項の規定による

要請並びに前項の規定による報告及び公表の求めについ

ての決定は、推進委員の合議によらなければならない。 

６ 市長は、推進委員から第４項の規定による報告及び公

表の求めが行われた場合には、その状況について必要な

事項を公表するものとする。この場合において、市長

は、あらかじめ当該公表に係る事業者等に意見を述べる

機会を与えなければならない。 

７ 市長は、前項の規定による公表を行ったときは、推進

委員に対し、その内容を通知しなければならない。 

（自己の発意による苦情等の処理） 

第２２条 推進委員は、自己の発意に基づき、第２０条第

１項及び前条第１項から第４項までの規定による調査、

意見の表明、勧告、あっせん等、要請並びに報告及び公

表の求めを行うことができる。この場合において、第２

０条第２項から第５項まで及び前条第５項から第７項ま

での規定を準用する。 

（処理の経過及び結果の通知） 

第２３条 推進委員は、第２０条から前条までの規定によ

り、意見を表明し、勧告し、あっせん等を行い、是正を

要請し、若しくは市長に対して公表を求め、又は市長か

ら報告を受け、若しくは市長からの通知があったとき

は、苦情等の申出を行った者（苦情等の申出を行った者

が、権利侵害により被害を被った者と異なる場合にあっ

ては、それぞれの者）に対して、その旨を通知するもの

とする。 

２ 前項の規定によるあっせん等を行った旨の通知は、当

該通知を受けるべき者があっせん等の当事者である場合

は、これを省略することができる。 

（調査への協力） 

第２４条 市は、推進委員が第２０条第１項の調査を行う

場合において、その調査を拒んではならない。 

２ 市民及び事業者等は、推進委員が第２１条第１項の調

査を行う場合において、その調査の実施に協力するよう

努めなければならない。 
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（職務の遂行） 

第２５条 推進委員は、公平適切かつ迅速にその職務を遂

行しなければならない。 

２ 推進委員は、その職務の公平な遂行に支障を生ずるお

それのある苦情等の申出についての処理に関わることが

できない。 

（兼職の禁止） 

第２６条 推進委員は、国会議員、地方公共団体の議会の

議員若しくは長、地方公共団体に執行機関として置かれ

る委員会の委員若しくは委員又は地方公共団体の常勤の

職員若しくは地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員と兼ねることができない。 

（政治的行為の制限） 

第２７条 推進委員は、政党その他の政治的団体の結成に

関与し、若しくはこれらの団体の役員となってはなら

ず、又はその職務上の地位をこれらの団体若しくは政治

的目的のために利用してはならない。 

（解職の制限） 

第２８条 市長は、推進委員が、心身の故障のため職務の

遂行に堪えないと認められる場合又は推進委員としてふ

さわしくない行為があると明白に認められる場合でなけ

れば、その職を解くことができない。 

（守秘義務） 

第２９条 推進委員は、職務上知り得た秘密を漏らしては

ならない。その職を退いた後も、また、同様とする。 

 

第４章 久留米市男女平等政策審議会 

（設置） 

第３０条 市は、行動計画その他の男女平等の推進に関

する重要な事項を調査審議するため、市長の附属機関

として久留米市男女平等政策審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

（組織） 

第３１条 審議会は、委員２０人以内をもって組織す

る。 

２ 審議会の委員は、学識経験を有する者及び男女平等

の推進に関し優れた識見を有する者のうちから、市長

がこれを委嘱する。 

３ 審議会の委員の構成は、男女いずれか一方の委員の

数が審議会の委員の総数の１０分の４未満であっては

ならない。 

４ 審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠

の審議会の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 審議会の委員の任期は、通算して６年を超えること

ができない。ただし、市長が特別の事情があると認め

るときは、この限りでない。 

（所掌事務） 

第３２条 審議会は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 市長の諮問に応じて、行動計画の策定及び変更

に関し、調査審議し、意見を述べること。 

(2) 行動計画の実施状況に関する年次報告書の内容

についての報告を受け、必要に応じて、これに対

する意見を述べること。 

(3) 前２号のほか、市長の諮問に応じて、男女平等

の推進に関する重要な事項に関し、調査審議し、

及び答申を行い、又は必要があると認める事項に

ついて、市長に意見を述べること。 

（意見の聴取） 

第３３条 審議会は、その所掌事務の処理に必要がある

ときは、市の機関の職員の出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 

 

第５章 雑則 
（委任） 

第３４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例を施行するために必要な推進委員及び審議

会委員の委嘱その他の準備行為は、この条例の施行の

日前においても行うことができる。 

（田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入に伴う

委員の任期の特例） 

４ 田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入に伴

い、当該編入の日以後最初に委嘱される久留米市男女

平等政策審議会の委員（当該編入の際現に久留米市男

女平等政策審議会の委員であるもの（以下「現行の委

員」という。）の任期中に新たに委員として委嘱され

るものに限る。）の任期は、第３１条第４項の規定に

かかわらず、現行の委員の任期の満了する日までとす

る。 

（平１６条例５２・追加） 

附 則（平成１６年１２月２８日条例第５２号） 

この条例は、平成１７年２月５日から施行する。 
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③ 久留米市の男女共同参画推進体制

久 留 米 市 男 女 平 等 を 進 め る 条 例

（責務）
男女共同参画社会に対する理解を深める
男女平等の推進を阻害する要因を取り除くよう努める
市が実施する男女平等推進施策への協力に努める

市民・事業者等
【条例第5条、第6条】

(苦情)市が行う男女平等推進施策に関する苦情の申立て

(救済)市内において生じた性別による差別的取扱いや権利侵害に 関する救済

の申出

市の施策については、市長に是正・改善等の必要な措置をとるよう勧告する

苦情処理機関（男女平等推進委員）
【条例第17 条、18 条】

答申・提言

諮問

久留米市男女共同参画行動計画【条例第16条】

男女平等推進施策を総合的かつ計画的に実施するため、市の区域におけ
る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画

男女平等推進施策を実施する
ための拠点

男女平等推進センター
【条例第15条】

男女共同参画社会の実現に向
けた必要な庁内組織。
会長：市長
- - - - - - - - - - - - -
男女平等政策課（事務局）

男女平等政策会議
【条例第14 条】

男女平等に関する施策の
企画・実施

各部局・課

策定、推進、評価

久留米市男女平等政策審議会
【条例第30 条】

男女平等の推進に関する重要な事項の
調査審議を行う。
- - - - - - - - - - - - - - - - -
男女平等政策課（事務局）
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